
電子提供措置の開始日2026年５月29日

第90回定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

連結計算書類
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表

計算書類
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・個別注記表
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株式会社 丸井グループ
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連結株主資本等変動計算書（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（百万円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

当期首残高 35,920 92,049 171,502 △64,165 235,306
当期変動額
剰余金の配当 △21,410 △21,410
親会社株主に帰属する
当期純利益 28,476 28,476

自己株式の取得 △7,700 △7,700
自己株式の処分 △3,918 3,952 34
自己株式の消却 △57,818 57,818 −
利益剰余金から資本剰
余金への振替 57,693 △57,693 −

連結範囲の変動 △1,386 △1,386
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 16 64 81

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − △4,025 △51,950 54,069 △1,905
当期末残高 35,920 88,023 119,552 △10,095 233,400
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その他の包括利益累計額
非支配株主
持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 10,833 10,833 496 246,636
当期変動額
剰余金の配当 △21,410
親会社株主に帰属する
当期純利益 28,476

自己株式の取得 △7,700
自己株式の処分 34
自己株式の消却 −
利益剰余金から資本剰
余金への振替 −

連結範囲の変動 63 63 △1,322
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 81

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △110 △110 138 28

当期変動額合計 △47 △47 138 △1,814
当期末残高 10,786 10,786 635 244,821
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数 1２社
連結子会社の名称
株式会社丸井、株式会社エポスカード、株式会社エムアールアイ債権回収、株式会社エイムクリエイ
ツ、株式会社ムービング、株式会社エムアンドシーシステム、株式会社マルイファシリティーズ、株式
会社マルイホームサービス、株式会社マルイホームサービス管理、tsumiki証券株式会社、株式会社エ
ポス少額短期保険、D2C&Co.株式会社

② 主要な非連結子会社の名称
株式会社okos、株式会社マルイユナイト、株式会社マルイキットセンター 他
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社（８社）の合計の総資産、売上収益、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から
除外しております。

（２）持分法の適用に関する事項
上記の非連結子会社８社および関連会社５社（みぞのくち新都市株式会社 他）の当期純損益（持分に
見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして
いないため、持分法を適用しておりません。

（３）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準および評価方法
（ａ）棚卸資産

商品については、月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方
法により算定）によっております。

（ｂ）有価証券
子会社株式および関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち市場価格
のない株式等以外のものについては時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）、市場価格のない株式等については主として移動平均法による原価法によっ
ております。なお、組合出資金等については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な
最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
（ａ）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
（ｂ）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間
（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

（ｃ）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
（ａ）貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

（ｂ）賞与引当金
支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

（ｃ）ポイント引当金
カード会員に付与したポイントのうち、当連結会計年度末の残高に対する利用見込額を計上しており
ます。

（ｄ）商品券等引換損失引当金
一定期間経過後に収益に計上した商品券等のうち、将来の引換見込額を計上しております。

（ｅ）利息返還損失引当金
当連結会計年度末における消費者ローン利息の返還見込額を計上しております。

（ｆ）債務保証損失引当金
金融機関が行っている個人向けローンに対する保証債務のうち、当連結会計年度末における履行によ
る損失発生見込額を計上しております。

（ｇ）株式給付引当金
株式交付規程に基づく役員および従業員への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る株式給付債務の見込額に基づき計上しております。
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④ 収益及び費用の計上基準
当社グループは、小売セグメントとして商業施設の賃貸および運営管理、衣料品・装飾雑貨等の仕入販
売、空間プロデュース、広告宣伝、トータルファッション物流、総合ビルマネジメント等を、フィンテ
ックセグメントとしてクレジットカード業務、カードキャッシングおよび家賃保証、情報システムサー
ビス、不動産賃貸、投資信託の販売、少額短期保険業等を行っております。
小売セグメントについて、商業施設の賃貸および運営管理業務に係る定期借家テナント賃料収入の計上
は「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）に基づき、収益を認識
しております。
商品販売およびサービス提供については、商品または作成した制作物の引渡時点において顧客が当該商
品または制作物に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しているため、主として当該商品
または制作物の引渡時点で収益を認識しております。なお、ＥＣでの商品販売について、商品の出荷時
点で収益を認識しております。また、当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で
収益を認識しております。
フィンテックセグメントについて、クレジットカード業務、カードキャッシング業務に係る割賦手数料
および消費者ローン利息収入の計上は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年
７月４日）に基づき、残債方式による発生基準によっております。
クレジットカード業務に係る加盟店手数料の計上は、顧客である加盟店との契約に基づき、役務の提供
が完了し、履行義務が充足されるクレジットカード利用時に収益を認識しております。また、エポスカ
ードの年会費については、顧客であるカード会員に対して会員特典サービスの提供という履行義務が充
足される１年間にわたり収益を認識しております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
（ａ）消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等は、発生した連結会計年度の期間費用としております。
（ｂ）グループ通算制度の適用

当社および一部の連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。
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（４）追加情報
（役員報酬ＢＩＰ信託制度）
当社は、当社グループの中長期的な業績向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、
当社の取締役および執行役員（社外取締役および国内非居住者を除く。）、ならびに当社のグループ子会社
等15社（株式会社丸井、株式会社エポスカード等）の取締役（社外取締役および国内非居住者を除く。当
社の取締役および執行役員とあわせて、以下「対象取締役等」という。）にインセンティブプラン「役員
報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。
（1）制度の概要

当社が対象取締役等のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出する
ことにより信託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき対象取締役等に交付する
と見込まれる数の当社株式を、株式市場から取得します。
その後、株式交付規程に従い、対象取締役等の役位および業績目標の達成度に応じて、当社株式およ
び当社株式の換価処分相当額の金銭を交付および給付します。
本制度に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実
務上の取扱い」（実務対応報告第30号2015年３月26日）を適用しております。

（2）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に
自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額および株式数
は、736百万円、321,865株です。

（株式付与ＥＳＯＰ信託制度）
当社は、当社グループ経営幹部社員（以下「経営幹部社員」という。）を対象に、これまで以上に当社の
中長期的な業績向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、インセンティブプラン
「株式付与ＥＳＯＰ信託」を導入しております。
（1）制度の概要

当社が経営幹部社員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出する
ことにより信託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき経営幹部社員に交付する
と見込まれる数の当社株式を、株式市場から取得します。
その後、株式交付規程に従い、経営幹部社員の役位および業績目標の達成度等に応じて、当社株式お
よび当社株式の換価処分相当額の金銭を交付および給付します。
本制度に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実
務上の取扱い」（実務対応報告第30号2015年３月26日）を適用しております。

（2）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に
自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額および株式数
は、335百万円、160,270株です。
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２．表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）
前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「コマーシャル・ペーパー利息」
は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

３．会計上の見積りに関する注記

当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連
結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

（１）非上場株式の評価について
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
子会社及び関連会社を除く非上場株式の連結貸借対照表計上額は、66銘柄2,862百万円です。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
当社グループはビジネスモデルの転換を図る中で、将来的に協業の可能性があるスタートアップ企業への
投資を行っております。当該投資のうち、非上場株式は連結貸借対照表の「投資有価証券」として計上し
ております。なお、非上場株式については、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」における
市場価格のない株式等であり、取得原価をもって貸借対照表価額としております。
財政状態の悪化により１株当たりの純資産額に基づく実質価額が取得原価に比べ50％超低下したもの、ま
たは超過収益力を加味して取得した非上場株式について実績が取得時点の事業計画を一定期間下回る等の
理由により、投資先の1株当たりの純資産額や入手した投資先の事業計画等をもとに算定した実質価額が
取得原価に比べ50％超低下したものを減損処理しております。

③ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
投資先の事業計画等をもとに実質価額を算定している場合の主要な仮定は、投資先の事業計画及びその前
提となる投資先の事業環境や将来の業績に関する見通し等であります。

④ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
上記のうち、23銘柄1,689百万円については、実績が取得時点の計画を下回っており、投資先の翌年度の
事業実績が計画を下回る場合には、翌連結会計年度において投資有価証券評価損が計上される可能性があ
ります。
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（２）店舗固定資産の減損について
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
（ａ）減損の兆候が識別され当連結会計年度に減損損失を計上した店舗

減損後固定資産帳簿価額 9百万円 減損損失 761百万円
（ｂ）減損の兆候が識別されたものの、当連結会計年度に減損損失を計上していない店舗

固定資産帳簿価額 1,947百万円
（ｃ）当連結会計年度のみ営業活動から生ずる損益がマイナスとなっている店舗

固定資産帳簿価額 14,595百万円

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
固定資産の減損に係る会計上の見積りにあたり、固定資産のグルーピングについて、キャッシュ・フロー
を生み出す最小単位として主に店舗を基本単位とし、各店舗の資産または資産グループ（以下「店舗固定
資産」という。）が使用されている「営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっているかまたは、
継続してマイナスとなる見込みである」、もしくは「使用範囲または方法について回収可能価額を著しく
低下させる変化がある」等の場合に、減損が生じている可能性を示す事象（以下「減損の兆候」という。）
を識別しております。なお、各店舗の営業活動には、小売の損益だけではなく、フィンテックの損益を生
み出す源泉となるエポスカードの発行も含まれると捉えており、減損の兆候の有無の判定にあたり、店舗
固定資産が使用されている営業活動から生ずる損益について、各店舗における小売の営業損益に各店舗が
カード発行を通じてフィンテックにもたらした損益として、各店舗において過去に発行したエポスカード
から生じるフィンテックの営業損益に過去に閉店した店舗の実績に基づく、閉店後に利用されなくなるエ
ポスカードの割合を乗じた金額を加算した金額を用いております。
減損の兆候があると判定された店舗については、店舗固定資産から得られる割引前将来キャッシュ・フロ
ー見積りの総額が帳簿価額を下回った場合に、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損
失として計上しております。なお、店舗固定資産の減損後帳簿価額は、127,696百万円となっておりま
す。

③ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
各店舗の店舗固定資産から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額を見積るにあたっての主要な仮
定は、店舗別の販売戦略に基づく将来の商品売上高、店舗賃貸収入、各店舗がカード発行を通じてフィン
テックにもたらす将来キャッシュ・フローです。
店舗別の販売戦略に基づく将来の商品売上高および店舗賃貸収入については、過年度の実績をもとに、会
計上の見積りを行っております。また、各店舗がカード発行を通じてフィンテックにもたらす将来キャッ
シュ・フローについては、安定的な成長を見込み、見積っております。
なお、将来キャッシュ・フローの算定等に用いた仮定に大幅な変更が生じた場合には、翌連結会計年度の
財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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④ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
減損の兆候が識別されている店舗については、上記の主要な仮定と将来の実績とが乖離し、翌連結会計年
度の各店舗の損益が悪化した場合、また、当連結会計年度のみ営業活動から生ずる損益がマイナスとなっ
ている店舗については、翌連結会計年度についても営業活動から生ずる損益がマイナスとなる場合には、
減損の兆候があると判定され、翌連結会計年度において減損損失を計上する可能性があります。

（３）営業貸付金および割賦売掛金等に係る貸倒引当金の見積りについて
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
貸倒引当金： 23,021百万円
貸倒引当金繰入額（販売費及び一般管理費）： 24,095百万円

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
営業貸付金および割賦売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、過去の貸倒実績率を基礎とし、
これに将来見込み等の必要な補正を加味した貸倒引当率によって、今後の回収不能見込額を見積っており
ます。債権は、延滞日数や弁護士介入の有無等に基づき区分し、区分ごとに貸倒引当率を算出しておりま
す。

③ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
当連結会計年度末において、過去の一定期間における債権区分ごとの貸倒実績の趨勢が今後も継続すると
の仮定を置いております。こうした仮定のもと、当該影響により生じる可能性がある損失に備えるため、
今後発生が見込まれる貸倒費用を最も反映していると想定される直近の貸倒実績率を基礎として算出した
貸倒引当率によって、今後の回収不能見込額を見積っております。

④ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当連結会計年度末の貸倒引当金は現時点における最善の見積りであるものの、見積りに用いた仮定には不
確実性があり、経済環境等の変動により債務者の信用リスクが変化した場合には、翌連結会計年度の連結
計算書類において認識する貸倒引当金および貸倒引当金繰入額の金額に重要な影響を与える可能性があり
ます。

（４）利息返還損失引当金の見積りについて
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
利息返還損失引当金： 4,506百万円
利息返還損失引当金繰入額（販売費及び一般管理費）： 1,522百万円
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② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
利息返還損失引当金の算出にあたり、日本公認会計士協会（業種別委員会）が公表している「消費者金融
会社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上に関する監査上の取扱い」（業種別委員会実務指針
第37号）の設例を参考に計算しております。
計算に用いる基礎データは、(a)顧客からの返還請求が発生する予想確率、(b)予想請求額、(c)将来的に返
還請求が発生する可能性のある母集団（顧客数）であり、これらを掛け合わせることで利息返還損失引当
金を算定しております。(a)(b)(c)については、過去の実績を分析した上、一定の仮定のもとで将来の予測
をしております。

③ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
利息返還損失引当金の見積りにあたって用いた主要な仮定は、顧客からの返還請求が発生する予想確率
（上記②に記載の(a)）です。当連結会計年度においては、当該発生率が今後継続的に逓減していくことを
想定しております。

④ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
利息返還損失引当金は将来の返還見込額を一括して計上するという性質上、長期にわたる期間について予
測を行うこととなり、見積りの不確実性をともないます。また、社会環境の変化から将来の返還額の見積
りが増減する可能性を否定できないため、翌連結会計年度以降の利息返還の発生状況によっては、引当金
の追加計上、もしくは取崩が生じる可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 192,947百万円
（２）保証債務

金融機関が行っている個人向けローンに対する保証 10,332百万円
取引先の当座貸越契約に係る債務保証の極度額 500百万円

（３）債権を流動化した残高 365,967百万円
（４）有形固定資産の取得価額から国庫補助金等により 54百万円

控除した圧縮記帳累計額

５．連結損益計算書に関する注記

減損損失
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

（単位：百万円）
用 途 場 所 種 類 金 額

店舗 大宮マルイ
埼玉県さいたま市 建物附属設備他 761

EC事業 本社
東京都中野区 ソフトウェア 843

その他 システムセンター等
埼玉県戸田市他 建物他 578

合 計 2,184

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗を基本単位としておりますが、
ＥＣ事業は事業単位、賃貸不動産等は物件単位、その他事業用資産は主に会社単位でグルーピングしてお
ります。
上記の資産グループでは、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなる等の減損の兆候が認識さ
れ、将来キャッシュ・フローを算定した結果、帳簿価額を下回っているため、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、資産グループごとの回収可
能価額は正味売却価額または使用価値により測定しております。
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（１）発行済株式の種類および総数に関する事項

種類 当連結会計年度
期首株式数 増加株式数 減少株式数 当連結会計年度

末株式数
普通株式 208,660,417株 −株 25,000,000株 183,660,417株

（２）配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）
１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年６月25日
定時株主総会

普通
株式 9,602 53 2025年３月31日 2025年６月26日

2025年11月11日
取締役会

普通
株式 11,808 65 2025年９月30日 2025年12月５日

（注）１．2025年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託および株式付与
ＥＳＯＰ信託が保有する当社の株式に対する配当金25百万円を含めております。

２．2025年11月11日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託および株式付与ＥＳ
ＯＰ信託が保有する当社の株式に対する配当金31百万円を含めております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
次のとおり、決議を予定しております。

決議 株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

配当の
原資

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年６月27日
定時株主総会

普通
株式 11,890 利益

剰余金 66 2026年３月31日 2026年６月29日

（注）2026年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託および株式付与ＥＳ
ＯＰ信託が保有する当社の株式に対する配当金31百万円を含めております。

（３）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式
の種類および数
該当事項はありません。
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７．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取り組み方針
・当社グループは、1931年の創業以来、小売と金融が一体となった独自のビジネスモデルを進化させ続け
ることで、他社にはない強みと地位を確立し、近年では、共創投資や新規事業投資からなる未来投資を
加え、小売、フィンテック、未来投資の三位一体のビジネスモデルをめざしてきました。現在は、フィ
ンテックを中心に、イベント、グッズ、サービス、共創投資、事業開発、そして人・組織・働き方など、
すべてを通じて「好き」を応援するビジネスへと転換し、さらなる企業価値の拡大をめざしています。
フィンテックにおいては、カードクレジットの伸長やカードキャッシングの安定的な取扱いにより営業
債権(割賦売掛金・営業貸付金)が増加してきましたが、創業から培ってきた「信用はお客さまと共につく
るもの」という考えのもと適切な与信管理に努めております。

・フィンテックの成長にともない資金需要の増加が続き、資金調達額が拡大しております。その資金調達
については「財務の安全性」を最優先に考えて取り組みを進めております。
デリバティブ取引は借入金の金利変動などのリスクを回避する目的に限定して利用することとし、投機
的な目的の取引は行わない方針です。

・当社グループが掲げる３つのインパクト目標の達成に向けて、同じ志を持つスタートアップ企業に、協
業を前提とした出資を行う「共創投資」を行っております。共創投資は、投資先との協業や共創による
シナジーを追求し、オープンイノベーションによる企業価値の向上を目的としております。協業の可能
性を重視した少額投資を基本とし、協業が進み投資先の企業価値が向上しエグジットの可能性が高まっ
た段階で、ファイナンシャルリターンを期待した追加投資も検討していきます。また、企業価値向上に
向けて、戦略上重要な協業および取引関係の維持発展が認められる場合を除き、原則として政策保有株
式を保有しない方針です。すでに一定の取引関係が構築されている取引先企業の株式は、資産効率や株
価変動リスクの観点から段階的に保有金額を削減することとしております。

② 金融商品の内容およびそのリスク並びにリスク管理体制
・当社グループの主要な営業債権である割賦売掛金、営業貸付金は、カードクレジットおよびカードキャ
ッシング等エポスカードのご利用により発生しております。これらの債権は顧客により契約に従った債
務履行がなされない場合には、支払遅延や貸倒などの信用リスクがあります。当該リスクに関しては、
与信管理規程に従い外部の個人信用情報機関の信用情報および当社グループ独自の与信システムを用い
て個別案件ごとに与信審査、信用管理を実施することによりリスクの低減を図っております。
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・投資有価証券は、主に営業上の取引関係を有する企業の株式および、スタートアップ企業への投資を行
う「共創投資」により取得した株式であり、発行体の信用リスクおよび市場価格の変動による市場リス
クがあります。「共創投資」に関しては、ファイナンシャルリターンだけではなく当社グループとの協業
によって発生する協業リターンも含めた収益性を確認したうえで投資判断を行っております。また、定
期的に時価や保有先企業の財務状況等の把握を行うとともに、保有先企業との取引関係を勘案して保有
意義の薄れた株式については段階的に売却を進めリスク低減に努めております。

・資金調達については、金融市場の混乱や当社グループの業績が著しく悪化したり信用力が急激に低下し
た場合には、資金調達に制約を受ける可能性があります。充分な資金調達ができず、各事業の必要資金
が不足したり借入金や社債等の返済・償還期日にその実行ができなくなる流動性リスクがあります。ま
た、調達金利は市場環境その他の要因により変動し調達コストが大きく上昇するなど、金利の変動リス
クがあります。
フィンテックの成長が見込まれる中で、今後も資金需要の拡大が続き資金調達に関するリスクが高まる
ため、当社グループでは「安全性」および「コスト」の観点から以下の対応を行っております。

・有利子負債については、負債増加による安全性の低下を考慮し、営業債権の９割程度を維持することと
しております。

・金融機関からの間接調達、社債やコマーシャル・ペーパーの発行などの直接調達のほか、営業債権の流
動化にも取り組み、資金調達手段の多様化を進めるとともに、各調達メニューのバランスを図っており
ます。

・毎年の返済・償還額は、その資金の借換え時のリスクに対応するため、調達年限をコントロールするこ
とにより平準化を図り、その金額に対しては金融機関とのコミットメントライン契約の締結や当座貸越
枠の設定などによりバックアップ体制を整えております。

・調達資金の金利については、固定金利の構成を一定割合に保つことにより、市場金利の変動による調達
コストの急激な増加を抑制するとともに、格付の向上をめざすことで調達コストの増加抑制に取り組み
ます。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価格が変動することもあります。
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（２）金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで
す。
なお、「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「未収入金」「買掛金」「短期借入金」「１年内償還予定の社
債」「コマーシャル・ペーパー」「未払金」「未払法人税等」については、現金であること、および短期間
で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額

① 割賦売掛金 635,676
貸倒引当金 △18,845

616,830 676,975 60,144
② 営業貸付金 78,008

貸倒引当金 △3,806
74,202 81,866 7,663

③ 投資有価証券
その他有価証券 28,049 28,049 −

④ 差入保証金 18,870 17,296 △1,574
資 産 計 737,953 804,187 66,233

① 社債 80,000 77,387 △2,612
② 長期借入金 455,300 451,986 △3,313

負 債 計 535,300 529,373 △5,926
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（注）市場価格のない株式等および組合出資金等は、「③投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商
品の連結貸借対照表価額は以下のとおりです。

（単位：百万円）
区分 当連結会計年度

市場価格のない株式等（注）１ 4,071
組合出資金等（注）２ 7,105
合 計 11,176

（注）１．市場価格のない株式等には非上場株式等が含まれ、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」
（企業会計基準適用指針第19号 2024年9月13日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしており
ません。

２．組合出資金等は主に投資事業有限責任組合です。これらは「時価の算定に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とは
しておりません。

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時
価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定
した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表価額とする金融資産および金融負債
当連結会計年度（2026年３月31日）

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券 23,133 4,879 36 28,049

資 産 計 23,133 4,879 36 28,049
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②時価をもって連結貸借対照表価額としない金融資産および金融負債
当連結会計年度（2026年３月31日）

（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

割賦売掛金 − − 676,975 676,975
営業貸付金 − − 81,866 81,866
差入保証金 − 17,296 − 17,296
資 産 計 − 17,296 758,841 776,137
社債 − 77,387 − 77,387
長期借入金 − 451,986 − 451,986
負 債 計 − 529,373 − 529,373
（注）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明

資産
投資有価証券
上場株式は取引所の価格によっており、レベル１の時価に分類しております。非上場投資信託について
は、公表されている基準価額等をもって時価としており、レベル２の時価に分類しております。SAFE投
資は金融商品の価値に影響を与える事象を考慮して、直近の時価を見積もっており、レベル３の時価に分
類しております。

割賦売掛金、営業貸付金
これらの時価については、与信管理上の信用リスクを考慮した将来キャッシュ・フローをリスクフリーレ
ートで割り引いた現在価値により算定しており、レベル３の時価に分類しております。また、貸倒懸念債
権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時
価は当連結会計年度末における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒見積高を控除した金額に近似し
ており、当該価額をもってレベル３の時価としております。

差入保証金
時価については、将来キャッシュ・フローをリスクフリーレートで割り引いた現在価値により算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。なお、１年内返済予定の差入保証金を含めております。
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負債
社債
時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現
在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場
合に想定される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項
当社子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の商業施設等（土地を含む。）を有しております。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価
116,347 292,311

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
２．当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金額（指

標等を用いて調整したものを含む。）によっております。
３．賃貸等不動産に含める商業施設等については、当社グループの店舗テナントへの定借化の推進を踏

まえ、これまで店舗不動産を原則賃貸等不動産として取り扱っておりましたが、「好き」を応援する
ビジネスの拡大にともない、店舗施設での「好き」を応援するユニットの活用によるイベントの開
催や、一定水準での消化仕入販売の継続など、当社グループが店舗の一定の割合を使用し、店舗収
益の最大化をめざした戦略を推進している状況を踏まえ、当連結会計年度より、期末時点における
自社使用分を把握し、当該部分を賃貸等不動産の時価に関する事項の集計範囲から除いております。
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９．収益認識に関する注記
（１）収益の分解

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりです。
（単位：百万円）

報告セグメント
小売 フィンテック 合計

受託販売手数料（純額） 5,955 − 5,955
消化仕入売上高（純額） 3,990 − 3,990
商品売上高 2,522 − 2,522
関連事業収入 21,277 − 21,277
加盟店手数料 − 62,153 62,153
サービス収入 − 6,366 6,366
IT他 6,003 1,908 7,912

顧客との契約から生じる収益 39,749 70,428 110,178
その他の収益（注） 41,287 125,396 166,683
外部顧客への売上収益 81,037 195,824 276,862
（注）その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）に基づく

定期借家テナント賃料や、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）に
基づく分割・リボ手数料やカードキャッシング利息、保険法の定義を満たす保険料収入等です。

（２）収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益のうち、主な収益は以下のとおりです。
小売セグメント
受託販売手数料（純額）
㈱丸井が委託を受け販売を行う受託販売については、商品の所有権は委託先にあり当社グループの役割は
委託された商品が顧客に提供されるように手配するというサービスの提供であるため、代理人取引として
収益を認識しており、委託販売契約に基づく店舗やＥＣでの商品の販売によって得られる対価から当該商
品の原価分を相殺して純額処理した金額を収益として認識しております。
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消化仕入売上高（純額）
㈱丸井がマルイ店舗の賃貸スペース等を外部事業者に提供し、商品を陳列・販売することを許諾する消化
仕入契約に基づく売上については、当社グループの役割は消化仕入先の商品が顧客に提供されるように手
配することであるため、代理人取引として収益を認識しており、商品の販売によって得られる対価から当
該商品の原価と相殺して純額処理した金額を収益として認識しております。

商品売上高
㈱丸井が衣料品・服飾雑貨・食料品等の商品を店舗やＥＣで顧客に販売することによって得られる対価を
収益として認識しております。店舗で商品を販売した場合、商品の引渡時に顧客が商品に対する支配を獲
得し、履行義務が充足されると判断し、当該物品の引渡時点で収益を認識しております。ＥＣで商品を販
売した場合、商品の出荷日に顧客が商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当該物
品の出荷時点で収益を認識しております。

関連事業収入
関連事業収入は賃貸借契約により生じる収益を除く店舗・Ｗｅｂ以外の小売関連事業（商業施設設計・施
工、プロパティマネジメント、総合ビルマネジメント、不動産事業等）の一連のサービスの対価を役務の
提供が完了する時点または作成した制作物の引渡時点で収益を認識しております。

フィンテックセグメント
加盟店手数料
㈱エポスカードが発行するクレジットカードである「エポスカード」をカード会員が利用する施設やサー
ビス等を運営する加盟店を顧客とし、顧客との契約に基づいて得られる手数料収入を、クレジットカード
決済サービスの提供という履行義務の充足時点であるクレジットカード利用時に収益を認識しておりま
す。

サービス収入
㈱エポスカードが発行するクレジットカードである「エポスカード」の年会費について、顧客であるカー
ド会員に対して会員特典サービスの提供という履行義務が充足される１年間にわたり収益を認識しており
ます。なお、年会費以外のサービス収入については、サービスの対価を役務の提供が完了する時点で収益
を認識しております。
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（３）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
契約残高等
当連結会計年度における契約負債の期首及び期末残高は下記のとおりです。契約負債は、主に、年会費収
入のうち、期末時点における期限未到来残高です。なお、連結貸借対照表上、契約負債は「その他」に含
めております。

（単位：百万円）
当連結会計年度

契約負債（期首残高） 1,361
契約負債（期末残高） 1,534

残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、個別の契約期間が１年を超える重要な契約がないため、記載を省略しておりま
す。

10．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 1,359円01銭
（２）１株当たり当期純利益 158円35銭

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本連結計算書類中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
また、比率等は表示桁未満の端数を四捨五入しております。
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株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
（百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計オープン

イノベーション
促進積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 35,920 91,307 124 91,432 8,980 666 111,966 121,612

当期変動額

剰余金の配当 △21,410 △21,410

当期純利益 18,328 18,328

自己株式の取得

自己株式の処分 △3,918 △3,918

自己株式の消却 △57,818 △57,818

利益剰余金から資本剰余
金への振替 57,693 57,693 △57,693 △57,693

資本準備金からその他資
本剰余金への振替 △91,307 91,307 −

オープンイノベーション
促進積立金の取崩 △104 104 −

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − △91,307 87,264 △4,042 − △104 △60,671 △60,775

当期末残高 35,920 − 87,389 87,389 8,980 562 51,294 60,836
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株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △64,165 184,799 10,838 10,838 195,637

当期変動額

剰余金の配当 △21,410 △21,410

当期純利益 18,328 18,328

自己株式の取得 △7,700 △7,700 △7,700

自己株式の処分 3,952 34 34

自己株式の消却 57,818 −

利益剰余金から資本剰余
金への振替 −

資本準備金からその他資
本剰余金への振替 −

オープンイノベーション
促進積立金の取崩 −

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △142 △142 △142

当期変動額合計 54,069 △10,748 △142 △142 △10,890

当期末残高 △10,095 174,051 10,695 10,695 184,747
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準および評価方法
有価証券
子会社株式および関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち市場価格のな
い株式等以外のものについては時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）、市場価格のない株式等については主として移動平均法による原価法によっております。
なお、組合出資金等については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
定額法を採用しております。

② 無形固定資産
定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５
年以内）に基づく定額法によっております。

（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

③ 株式給付引当金
株式交付規程に基づく役員および従業員への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給
付債務の見込額に基づき計上しております。

（４）収益及び費用の計上基準
当社の収益は、主にグループ会社からの受取配当金および経営管理料等です。受取配当金については、配
当金の効力発生日をもって収益を認識しております。経営管理料等においては、グループ会社への契約内
容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が実施された時点で当社の履行義務が充足さ
れることから、当該時点で収益を認識しております。
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（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
グループ通算制度の適用
当社は、グループ通算制度を適用しております。

（６）追加情報
（役員報酬ＢＩＰ信託制度）
役員報酬ＢＩＰ信託制度については、連結注記表「（４）追加情報」に同一の内容を記載しているため、
注記を省略しております。

（株式付与ＥＳＯＰ信託制度）
株式付与ＥＳＯＰ信託制度については、連結注記表「（４）追加情報」に同一の内容を記載しているため、
注記を省略しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「コマーシャル・ペーパー利息」は、金
額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。
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３．会計上の見積りに関する注記

非上場株式の評価について
① 当事業年度の計算書類に計上した金額
貸借対照表の投資有価証券に計上されている非上場株式の貸借対照表計上額は、56銘柄2,857百万円で
す。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法
金額の算出方法については、連結注記表「3．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載してい
るため、注記を省略しております。

③ 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
金額の算出に用いた主要な仮定については、連結注記表「3．会計上の見積りに関する注記」に同一の内
容を記載しているため、注記を省略しております。

④ 翌事業年度の計算書類に与える影響
上記のうち、22銘柄1,684百万円については、実績が取得時点の計画を下回っており、投資先の翌年度の
事業実績が計画を下回る場合には、翌事業年度において投資有価証券評価損が計上される可能性がありま
す。

４．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 889百万円

（２）保証債務
連結子会社である株式会社エポスカードの
取引先への未精算金に対する保証 47,532百万円

（３）関係会社に対する金銭債権・金銭債務
短期金銭債権 750,985百万円
短期金銭債務 9,527百万円
長期金銭債権 1,400百万円
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５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
営業取引による取引高

営業収益 30,235百万円
営業費用 2,531百万円

営業取引以外の取引高 2,861百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および株式数に関する事項
種 類 当期首株式数 増加株式数 減少株式数 当期末株式数

普 通 株 式 27,965,135株 2,726,641株 26,710,800株 3,980,976株
（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加2,726,641株は、自己株式の買付による増加2,699,400株、単元

未満株式の買取りによる増加775株、および譲渡制限付株式付与制度に関する株式の無償取得による
増加26,466株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少26,710,800株は、保有自己株式の消却による減少25,000,000
株、第三者割当における自己株式の処分による減少1,700,000株、役員報酬ＢＩＰ信託および株式付
与ＥＳＯＰ信託における自己株式の交付による減少300株、および譲渡制限付株式付与制度に関する
株式の付与による減少10,500株であります。

３．普通株式の当期末株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託および株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式
482,135株を含めております。
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７．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

組織再編にともなう関係会社株式評価差額 1,343百万円
投資有価証券評価損 3,044百万円
関係会社株式評価損 1,843百万円
その他 1,171百万円
繰延税金資産小計 7,401百万円
評価性引当額 △6,038百万円
繰延税金資産合計 1,363百万円

（繰延税金負債）
オープンイノベーション促進積立金 254百万円
その他有価証券評価差額金 4,716百万円
その他 12百万円
繰延税金負債合計 4,982百万円
繰延税金負債の純額 3,619百万円

（２）法人税及び地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及
び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の
会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示を行っております。

８．収益認識に関する注記

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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９．関連当事者との取引に関する注記

子会社および関連会社等

種類 会社等の名称 事業の内容
または職業

議決権等
の所有(被
所有)
割合(%)

関係内容
取引の内容

取引
金額
(百万円)

科 目
期末
残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会
社

株式会社
丸井

マルイ･モディ店
舗の運営、通販
事業

（所有）
直接
100.0

兼任
2人

経 営
管 理
等 の
受託

資金の借入
（注）1 23,969 ー ー

資金の貸付
（注）1 56,866 関係会社

短期貸付金 105,984

経営管理料
（注）2 3,889 ー ー

株式会社
エポスカ
ード

クレジットカー
ド業務、クレジ
ット･ローン業務

（所有）
直接
100.0

兼任
2人

経 営
管 理
等 の
受託

資金の貸付
（注）1 721,566 関係会社

短期貸付金 636,310

経営管理料
（注）2 1,924 ー ー

利息の受取 2,534 ー ー

株式会社
エムアン
ドシーシ
ステム

ソフトウェア開
発、コンピュー
タ運営

（所有）
直接
100.0

兼任
1人

シ ス
テ ム
の 保
守 お
よ び
運 用
の 委
託

資金の貸付
（注）1 6,934 関係会社

短期貸付金 4,731

業務委託料
（注）3 926 未払費用 86
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役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称 事業の内容
または職業

議決権等
の所有(被
所有)
割合(%)

関係内容
取引の内容

取引
金額
(百万円)

科 目
期末
残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員
が理
事を
務め
る財
団法
人

一般財団
法人ソー
シャル・
イントラ
プレナー
育成財団

ソーシャル・イ
ントラプレナー
育成に関する教
育活動

ー 兼任
2人 ー

第三者割当
による自己
株式処分
（注）4

1 ー ー

取引条件および取引条件の決定方針等

（注）１．グループ内の資金を一元管理するキャッシュマネジメントシステムに係るものであり、利率は、市場
金利を勘案して合理的に決定しております。なお、取引金額には、平均残高を記載しております。

２．経営指導に関する手数料であり、合理的に算出して決定しております。
３．システムの保守および運用の委託料であり、一般取引条件を参考に決定しております。
４．2025年６月25日の定時株主総会において決議された第三者割当による自己株式処分であります。処

分先は、一般財団法人ソーシャル・イントラプレナー育成財団を受益者とする他益信託であり、当該
信託が取得した当社株式の配当等による収益は同財団に交付され、同財団の活動原資に充てられるも
のであります。なお、自己株式の処分価格は１株につき１円であり、本自己株式処分の目的等を踏ま
えて決定しております。

１0．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 1,028円20銭
（２）１株当たり当期純利益 101円92銭

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本計算書類中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
また、比率等は表示桁未満の端数を四捨五入しております。
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